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研究報告

要約：本研究の目的は、森口ら (2009) が作成したヒューマンコミュニティ創成評価尺度改訂版 (HC 評価尺度 ) を参考にして、生活

環境における一般住民の環境配慮意識・行動を測定するためのエコロジカルマインド評価尺度（EM 評価尺度）を開発することで

あった。また、広瀬 (1994) の環境配慮的要因連関モデルの中の「有効感」因子を細分化し、住民の環境配慮的意識・行動と「有効感」

の相関をより明確に捉えることを目的とした「自己効力感」項目の追加を行い、質問紙を作成して一般住民を対象に調査を試みた。

因子分析（最尤法 , バリマックス回転）を行った結果、「自己効力感（結果予期、効力予期）」を含め、想定通りの 10 因子が抽出

された。各因子の妥当性・信頼性が確認され、生活環境における一般住民の環境配慮的意識・行動を測定するための尺度を作成した。
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問題と目的
　環境問題は現代社会が抱える重要な問題の一つだが、一般住民の

ライフスタイルの再検討が大きな課題とされている。

　環境意識および環境配慮行動の形成に関する研究は、1970 年代

のオイルショックを契機とした省エネルギー関連の広瀬 (1994 ) が

ある。これまでの環境配慮行動の規定因研究は大きく２つに分けら

れる。１つは環境配慮行動をとるように動機づける要因に着目した

モデルである。Honnold & Nelson (1979 ) の省エネルギー実行モデ

ルでは、問題の深刻さと個人的な効力感に基づいて資源保全的行動

がとられるとした。また、Van Liere & Dunlap (1979 ) のごみ焼き

行動の規範喚起モデルは、自宅でのごみ焼却を自粛するのは大気汚

染や近隣被害などへの責任感により個人的規範が働くためである

としている。いずれも、深刻さの認知、責任感、効力感が環境配

慮行を動機づけるというモデルである。２つ目として、McClelland 

& Canter(1981) のエネルギー消費の社会的トラップモデルでは、快

適さや料金などの個人的便益・費用などが行動を決定するとした。

Seligman & Finegan (1990) の消費行動の合理的決定モデルでは、

エネルギーや水の消費行動は、資源消費行動に対する他者からの期

待として社会的規範に着眼している。いずれも、行動によって生じ

る便益費用の評価や行動に対する社会的規範が環境配慮行動を妨

害・促進するというモデルを提案している。これら４つのモデルの

うち、McClelland & Canter (1981) の社会的トラップモデル以外は

実際の調査研究に基づいている。

　広瀬 (1995) は、これらのモデルを統合し「環境配慮行動の要因

連関モデル」（以下では広瀬モデルと略記する）としてまとめた。

これを図１に示す。広瀬モデルでは、行動に至るまでに、環境にや

さしい目標意図（何らかの環境問題に対してできるだけの貢献をし

たいという態度）を形成するまでと、環境配慮の行動意図（環境保

全のための具体的な行動の実行意図）を形成するまでの２段階に分

けている。これまで、そのモデルの妥当性は実証的な研究でも検討

されている ( 野波ら ,1997)。
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　一般住民に期待される環境配慮行動とは、一時的ではなく反復的・

継続的な行動習慣の形成が重要となる。人の意識や行動は時間の経

過に伴って左右されるため、定期的に自己の環境配慮的意識・行動

を評価することが有効であると考えられる。また、広瀬モデルでは、

「環境にやさしくとの目標意図」と「環境配慮的な行動意図」を区

別し、前者の「環境にやさしくとの目標意図」は「危機感」「責任感」

「有効感」の３つの要因によって規定されている。また、後者の「環

境配慮的な行動意図」は前者の意図および「実行可能感」「負担感」

「社会規範感」の３つの要因に規定されるとしている。

　本研究では、一般住民の環境配慮意識・行動を測定するための

エコロジカルマインド自己評価尺度 (EM 評価尺度 ) の開発を行い、

広瀬モデルの「有効感」因子をさらに細分化し、「自己効力感」因

子（結果予期、効力予期を含む）の連関についても検証した。また、

環境問題を地球環境というマクロな視点から伊藤ら (1997 ) によっ

て環境問題に対する住民の意識調査が行われているが、本研究では、

人のライフスタイルに焦点を当てて地球環境問題改善の糸口を探る

ことを目的としている。そのため、住民の環境問題に対する意識や

行動を探究するうえで、私たちにとって最も身近な生活環境（水・

ごみ・エネルギー）に焦点を当てて調査を実施することが有意義で

あると考えた。生活環境に関する質問紙を作成し、それを用いて一

般住民の意識・行動調査を行った。

方法
(1)　調査対象者

大阪府、兵庫県下在住の一般住民：213 名

( 男性 69 名、女性 144 名 )

(2)　実施時期

2009 年 9 月 22 日から 10 月 20 日

(3)　実施法

質問紙を配布し、その場で回収した。

(4)　質問紙内容　

　EM 評価尺度開発を行うにあたり、図１の広瀬モデルに基づいて

質問紙を作成した。さらに、自己効力感＊（結果予期・効力予期）

因子を加えて検証を試みた。それぞれ初めに想定した因子の項目は

環境保全に関する既存研究を参考にして作成した。また、本研究で

は広瀬モデルの目標意図（態度）を環境配慮的意識と捉えて調査を

行う。具体的には、環境認知８項目、行動評価８項目、目標意図（意

識）３項目、行動３項目（環境庁 1997 の改編版を利用して本研究

では行動とする）、自己効力感６項目（結果予期３項目、　効力予期

３項目）の合計３０項目。自己効力感項目は、“全くできない”（１

点）から“十分できる”（５点）の５段階尺度で、実践度ではなく

自信度について尋ねた。行動項目は、“ほとんどしない”（１点）か

ら“いつもする”（５点）の５段階尺度で尋ねた。その他の項目に

ついては、“全くそう思わない”（１点）から“非常にそう思う”（５

点）の５段階尺度で尋ねた。

　各項目は、水・ごみ・エネルギーに関する項目で作成した。項目

を作成するにあたり、エネルギーに関する項目は、伊藤ら（1997）

の環境問題に関する質問文を参考にして作成した。ごみに関する項

目は、依藤・広瀬（2002）の子供のごみ減量行動を規定する要因に

ついて調査した研究や、中井・城（2003 ）の家庭ごみ排出に関す

る意識と行動を規定する要因についての調査研究で用いられている

項目を参考に作成した。水に関する項目は、中村ら（2002 ）の台

所排水に対する関心及び汚濁排出量削減のための行動についての調

査や、天野（1994 ）の生活雑排水についての住民の意識に関する

調査研究で用いられている項目を参考にして作成した。

結果と考察
(1)　 EM評価尺度の因子分析の結果

　213 名 ( 男性 69 名、女性 144 名 ) の質問紙を回収し、欠損値を含

んだ 10 名を除いた 203 名分（男性 62 名　女性 141 名）の有効回答

を分析に用いた。全 30 項目の平均値と標準偏差（表６, 記述統計量

は本章末に記載）を求め天井効果やフロア効果が見られる項目がな

いかを確認したところ、q.12 と q.19 の項目が天井効果を示し、q.15

と q17 の項目がフロア効果を示した。q.12 と q.19 については目標

意図（意識）項目であるため、住民の環境配慮的意識の高さを想定し、

今回はq.15とq17のフロア項目のみを削除することにした。そして、

残りの 28 項目を対象に因子分析を行った。まず、環境認知項目に

おける因子分析結果を表１に示す。

　続いて、行動評価（表２）、意識・行動（表３）、自己効力感（表

４）の順に以下に示めす。以上４つに区分し、それぞれにおいて因

子分析（最尤法 , バリマックス回転）を試みた。その結果、因子負

荷量が .40 以下の項目を削除し、採用した項目を各表に示している。

α係数については、全体的にやや低めだが、項目数が少ないことを

考慮すると妥当な数値であると言える。自己効力感（結果予期、効

力予期）以外の因子においては、広瀬モデルの規定因である計８因

子と合致した。自己効力感については、想定通り結果予期と効力予

期の２因子を抽出した。したがって、計 10 因子構造が妥当である

と判断した。

, 
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(2)　因子尺度間の相関

　表５にすべての尺度間の相関行列表および各尺度の平均値、標準

偏差を示した。因子間の相関結果をみると、負担感については危機

感と社会規範以外の因子と１％水準で有意な差を示している。自己

効力感の効力予期については、環境配慮的意識と環境配慮的行動の

いずれにも１％水準で有意差がみられ、この結果から、個人の「あ

る結果を生み出すために必要な行動をどの程度うまく行うことが出

来るのか」という予期が、環境配慮的意識と実践行動に大きく影響

していることが確認できた。一方で、危機感や実行可能感について

は他の因子との有意な相関がみられなかった。

　これらの結果から、住民は地球環境問題に対する意識は高い傾向

にあるが、危機感は希薄であることが示唆された。また、環境配慮

的意識と実践行動についても有意差がみられたことから、広瀬モデ

ルの目標意図（態度）から行動意図（行動）へと移行するプロセス

を示した要因連関モデルの妥当性についても改めて確認できた。

(3) まとめとこれからの展望

　本研究では、生活環境におけるエコロジカルマインド評価尺度（Ｅ

Ｍ評価尺度）の開発に取り組んできた。広瀬モデル（図１）の規定

因における尺度をそれぞれ作成し、記述統計量の平均値と標準偏差

を算出し、天井効果とフロア効果を示す項目を検討した。次に、因

, 

(R)

, 

, 
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子分析、信頼性分析を行い、ＥＭ評価尺度の妥当性を検討した。因

子分析の結果、広瀬モデルの規定因とほぼ合致する因子が抽出され

た。本研究では、広瀬モデルの規定因以外にも、自己効力感（結果

予期、効力予期）を規定因の一つと想定し尺度開発に取り組んでき

た。尺度間の相関を検討した結果、想定通りに自己効力感も規定因

の一つとなり得ると判断した。したがって、自己効力感の結果予期

因子と効力予期因子を加えて生活環境（水、エネルギー、ごみ）に

関する一般住民の環境配慮意識と行動を測定するためのＥＭ評価尺

度を作成した。今回作成したＥＭ評価尺度を一般住民がエコロジカ

ルマインドを自己評価できるＥＭ自己評価シートに編集し、個人の

環境に配慮した態度と行動を見つめ直す一手段として一般住民に利

用されることを期待している。また、それは規定因ごとに環境配慮

的意識と行動の自己評価分析が可能となるため、各々のライフスタ

イル改善に役立ててもらいたいと考えている。今後はＥＭ評価尺度

を用いて、ある一定の期間に人の環境配慮的意識と行動がどの程度

促進されるかについての調査を予定している。また、それは「どの

ようなきっかけで促進されるのか」についての探究も目的としてお

り、ＥＭ自己評価シートを用いて個人のエコロジカルマインドを調

査した後、さらにインタビュー調査を行うことで人のエコロジカル

マインドはどのようなきっかけで促進されるのかについて検討した

いと考えている。

*p .05, **p .01 

q12,q19 q15,q17
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注
　「自己効力感（self-efficacy）」とは、カナダ人心理学者アルバート・

バンデューラが提唱したもので、ある具体的な状況において適切な

行動を成し遂げられるという予期、および確信。結果予期と効力予

期の 2 つに区分され、 結果予期とは、ある行動がどのような結果を

生み出すのかという予期、効力予期とは、ある結果を生み出すため

に必要な行動をどの程度うまく行うことが出来るのかという予期を

意味している。
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